登別市市民自治推進委員会のあり方について
～　協働のまちづくりを進めるためへの提言　～
登別市市民自治推進委員会
◆はじめに
近年、地方分権の推進をはじめ人々の価値観や生活様式の多様化、国、地方を通じた危機的な財政状況等々、これまでにない大きな時代の転換点に立っています。　
こうした中で、市民自らが地域や社会の課題に取り組み、その解決に向けていこうとする活動が活発化してきています。市民による自発的、自主的な活動は、福祉、環境、まちづくりなどいろいろな分野で展開され、市民がこうした活動を支えていこうとする動きも芽生えつつあります。
一方、市民が主体となった活動はその対象とする分野が多様であるばかりでなく、活動の形態も個人によるボランティアから、事業を組織的に取り組むものまであります。特定非営利活動促進法によるＮＰＯ法人を設立し、活動を行う団体も増えています。
これからの地域社会においては多様な主体が社会の担い手として積極的に参加し、役割と責任を自覚しながら、力を合わせてまちづくりに取り組んでいく必要があります。　
特に、地方分権、地方の自立への流れが加速する中では、柔軟性、先駆的、また機動力などを発揮する市民の主体的な公益活動は、まちづくりや新しい地域社会を創造するための大きな原動力になるものです。
このような背景の中、平成１７年１２月２１日に登別市まちづくり基本条例が施行されました。この条例の願いは、まちづくりへの市民参画の仕組みや権利、市民・行政・議会それぞれの役割や責任を法令として明らかにすることで、市民主体のまちづくりを確実なものにしようとする取組みであったと認識しています。
基本条例の根底には市政に参画するのは、市民としての義務であり、行政は、市民が何を求めているのか、期待されている行政サービスとは何か、自らが出来ることは何かをしっかりと見極め、役割分担をして、力を合わせ協働でまちづくりを進めていく体制を作り上げることが目的にあると考えております。
このシステム作りをしっかりと構築し、まちづくりの土台となり骨格となる、いわゆる最高位規範条例、登別市の憲法が、登別市まちづくり基本条例であり、その条例に定める委員会が登別市市民自治推進委員会であります。
この思いを使命として、平成１８年１０月１２日（木）１８時より登別市市民会館に出席者４３名（登録者数７０名）をもって第１回目の会議をスタートさせました。
１．これまでの経過
手探りで始まった登別市市民自治推進委員会は、行政が押しつける会議ではなく、市民自らが自由に誰もが参画して行えることを基本姿勢として、これまでの活動は、部会制によるテーマごとの検討、市民自治フォーラムの開催、「福祉のまちづくり条例」及び「景観条例」、「緑化条例」の策定（骨子または条文作成）、事務事業の外部評価、事業仕分けへの仕分け人としての参加などを行ってきた。
また、部会での意見を取りまとめ、提言として、「登別市立図書館に関する提言」、「活性化等の関する提言」、「「精神障がい者」に対する交通機関等の助成についての提言」、「家電等の不法投棄防止についての提言」などを行ってきた。
しかしながら、市民には、多様な価値観や立場から物を考え発言することがあり、意見の食い違いや会議経験の違いなどから、何度も同じ会議を繰り返し、必ずしも意見が一つにならないこともあった。
また、会議のスタイルについても、あくまで机上のものであることが多く、経験に基づいたものではなく、想像の範囲又は個々人の思いでのみ議論が交わされることが多くなった。
この結果、委員数の減少を招き、各部会においてはテーマの設定が困難となり、休会する部会もでてきた。
このため、それぞれの考え方の違いがどの程度の深さであるのか知る作業や今後の望ましい会議の進め方や方向性を探り出す必要があり、できるだけ多くの委員の意向を反映しようと平成２１年に市民自治推進委員会のあり方に関する特別委員会を設置した。
また、この特別委員会を引き継ぐ形で運営見直し委員会を設置し、市民自治推進委員会のあり方について検討を図り、平成２２年６月の全体会議において、組織の改編を行った。
しかしながら、現在の状況は、テーマ別に取り組むこととして設置した２つの企画委員会（事業見直しに関する企画委員会、全市観光に関する企画委員会）の例会に毎回５名程度で尚且つ重複した委員が参加する状況であり、機能不全に陥っている。
役員会では、このような状況を改善するための会議をさらに継続してきた中で、委員のあり方について現在の委員は１００％公募形式を採用しているが今後の活動のあり方を考えるとき、一定のまちづくりに関わった経験者からの選択する方法や、会議の運営方法によっては無作為抽出方式による委員選任も考えられるとの検討に及んだ。
社会環境の変化・地域コミュニティの機能低下・市民ニーズの多様化・市民活動の活発化・地方分権の推進・行財政改革への対応など登別市が抱える諸問題を協働のまちづくりの視点から取り組む時、委員の選考は公募形式は避けなければならない。
また、委員の中からは提言内容や組織としての重要性を鑑みるとき、組織に対して諮問機関的要素を求める声も上がっている。
· 市民自治推進委員会のあり方に関する特別委員会
平成２１年１０月１４日（水）から平成２２年１月１９日（火）までの４ヶ月間で合計４回の会議を行った。
特別委員会では、市民自治推進委員会が発足した当時は委員が７０数名であったが、全員が何をすべきか把握していたわけでなく、行政も暗中模索の状態であった。市民自治推進委員会が何をすべきか、各委員のイメージが違い、議論がかみ合わない面もあった。市民自治推進委員会の大きな目標やビジョンが見えない中で、各部会の活動を進めてしまったために、目的と異なる活動となった否めない事実である。
　市民自治推進委員会はどうあるべきか、どう進めていくかを議論し、具現化して、必要があれば規則等も変更することも踏まえて議論をした。この会議の後、運営見直し委員会が発足していくこととなった。
　
· 運営見直し委員会
平成２２年２月１日（月）から平成２２年５月２９日（土）まで１０回に渡る会議を開催した運営見直し委員会。
組織や規約の見直し等が課題として残されていることを踏まえ委員会で議論することとした。
委員会では従来の「全体会議（委任状無効）」に代えて「総会」を設置し、都合で出席できない委員の意向は、委任状により意思表示に加わることができるようにした。
中枢執行体制の運営機能の整備拡充を図り、組織名は「役員会」として、当面は、会長以下、総勢１０名程度の役員により構成し、散漫とならない審議による明快な方向性決定・課題対処機能を目指すものとする。具体的取組に関しては、全ての委員の支援協力はもとより、外部の関係諸組織・団体との情報交換と協働・連携を密にし、そこから得られる知見や関わった人材を活かして執行体制を整備拡充し機能させるものとする。
テーマ別取組のフォロー体制として「総括会議」との名称で、役員と企画委員会各チームリーダーとが行う会議で、取組に関して協働・連携先等との関係調整や課題対応、会議後の措置等について意見・情報交換を行い、円滑・効果的取組みをフォローするものとするようとりまとめた。
この体制で進み始めたが、登別市まちづくり基本条例の理念であったり、運営方法に対して統一された見解が見いださないのが実態である。
　このほか、毎月開催される運営委員会では３７回、変更後の役員会は現時点においては２０回開催し、全ての会議は延べ２００時間を超えるものがある。
　しかしながら、平成２３年１２月３１日現在の会員数は４０人で平成１８年１０月１２日の７０名を超える委員に比べると半分以下まで減少しているのが事実である。
２．課題
組織の改編を行ったが、市民自治推進委員会としての代表的な活動となるべき企画委員会への登録は委員の半数を数えるにとどまり、部会制を引いていた時点より活動が低迷しているような状況にある。
企画委員会は、市民と行政が協働で取り組むなどして、登別市を更に良いものとするための検討を行う委員会であり、テーマを自ら定め、取り組みたい意思を持つもので委員会を構成することとしている。
しかし、テーマは見出せても自らリーダーシップをとって企画委員会を立ち上げる委員は少なく、組織改編後立ち上げた２つの企画委員会の後、新たな企画委員会は立ち上がっていない。
また、役員会においても、意見は述べるが自らが企画立案し主体的に進めていく姿が少なく、議題に対する方向性が見出せない状況となっている。
運営見直し委員会から報告された、全ての委員の支援協力はもとより、外部の関係諸組織・団体との情報交換と協働・連携を密にし、そこから得られる知見や関わった人材を活かして執行体制を整備拡充し機能させるものとするという視点から見るとほど遠い活動となっている。
３．今後の方向性
市民自治推進委員会は、登別市の最高規範に位置付けられる「登別市まちづくり基本条例」にその設置を謳われる組織であり、市民と行政を結ぶ重要な役割を持つ組織である。これからも協働のまちづくりには市民自治推進委員会は必要不可欠で有り、担保されなければならない組織である。
また、市民自治推進委員会は登別市が抱える課題等について、多くの団体と連携し、情報を収集しながら課題解決に向けた活動を展開する必要がある。
現在の個々人の課題提案ではなく、実際に市内で活動している団体の関係者が委員として登録し、各団体での具体な案件、情報を持ち寄り、委員が知恵を出し合いながら協働のまちづくりを模索することが望ましいと考えられる。その一方でＨＰなどを活用し市民の声が届く機会の担保も必要である。
現在の市民自治推進委員会については、このような問題意識及び活動の停滞状況にかんがみ、現委員は退会する。このため現行の登別市市民自治推進委員会規約は廃止とする。このことを踏まえ新たな組織を構築して再出発することがまちの将来に向けた最善の選択であると考える。そして、新たな組織づくりについては、これまで事務局を担い、登別市まちづくり基本条例の趣旨と設立の経過を理解している市が主体となって行うべきである。
新たな組織の方向性については、市民自治推進委員会は、「市民、議会、市の互いが協働し、公正・公平・公開を原則とする開かれた市民自治の実現を図る」と規定された「登別市まちづくり基本条例」第1条の目的を果たすべく設置される組織であることから、まちづくり等の団体において活動の主軸となっている人物を中心とした委員構成とするなど、議会や市との円滑な協働を図り、課題解決に向けた主体的な取り組みが実行できる組織とすべきである。
◆まとめにあたって
“協働のまちづくりとは何か！”・・・この言葉の迷路から抜け出せず迷走したのが「登別市市民自治推進委員会」であったと思います。
「協働」とは「豊かで活力あるまちづくりを推進するため、市民や市民活動団体、地域コミュニティ、事業者、行政がそれぞれの主体性、自発性のもとに、お互いの立場や特性を認識、尊重し合いながら、対等な立場で共通の目的を達成するために協力・協調すること」だと考えます。
高度化・多様化する市民ニーズに公平性・平等性を基本とする行政だけでは限界があります。これに対して市民活動は、個々の市民ニーズをより身近に捉え、独自の判断に基づき、より的確できめ細やかに対応する柔軟性、機動性などの特性を有します。
今後は、これまでの行政主導のまちづくりから、市民と行政が様々な領域において、それぞれの特性を生かしつつ、お互いに協力関係を保ちながらまちづくりを進めていくことが重要です。　
市民の多様なニーズに対し効果的な公共サービスを提供するには、市民と行政の役割分担が必要であり、公益の領域には、市民の主体性の下に行う領域、行政の主体性の下に行う領域、協働により取り組む領域など、様々な領域が存在しますが、それぞれの領域は時代によって変化していくものです。　
こうした様々な領域の中で、協働にふさわしい領域は、両者が市民の利益（公益）の実現という目的を共有でき、協力できる部分です。協働にふさわしい領域としては、図１中央の②から④の領域がありますが、あらかじめ固定的に考えるのではなく、社会の変化や市民のニーズに合わせて、柔軟に考えていくべきです。　
また、協働の場面は様々な段階があり、行政の関与の仕方や程度も多様です。実施、検証を経ながら、協働にふさわしい領域を考えていく必要があります。
協働のまちづくりとは、自助・共助・公助のものさしを一人一人がしっかりと認識することが大切である。
協働という文字の構成は、市民・地域コミュニティ・行政の３つの力を＋（プラス）し、人が動くことによって成り立つ地域社会を示しています。
市民と行政は、協働のまちづくりのため、対等な立場で、補完性の原則に基づき、相互に補完し合い、同じ目線でお互いに心を合わせ、力を出し合い、助け合いながら、汗を流していくことを基本とします。　
市民と行政とが互いの役割を果たし、自己変革をしながら協働を進めるなかで、自治力と行政力を高め、豊かな登別市を創造し、この登別市の未来が協働のまちづくりによって光輝くことを願い提言します。
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